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（別紙） 

 

集団的自衛権行使を容認する憲法解釈の変更に反対する意見書 

 

集団的自衛権について、歴代政府は、「国際法上、当然に集団的自衛権を有し

ているが、これを行使して、我が国が直接攻撃されていないにもかかわらず他

国に加えられた武力攻撃を実力で阻止することは、憲法第９条のもとで許容さ

れる実力の行使の範囲を超えるものであり、許されない」との憲法解釈を継承

してきた。 

 また、平成 16 年に閣議決定された政府答弁書では、「憲法解釈を便宜的、意

図的に変更するようなことをするとすれば、政府の憲法解釈ひいては憲法規範

そのものに対する国民の信頼が損なわれかねない」としており、憲法解釈の見

直しについて、政府は従来から抑制的な立場をとってきた。 

 しかし、安倍首相は自らの私的諮問機関である「安全保障の法的基盤の再構

築に関する懇談会」の報告をうけて 5月 15日に記者会見し、他国のために自衛

隊の武力を用いる集団的自衛権の行使について、与党との協議が整えば、行使

を可能とする憲法解釈変更を閣議決定する方針を示している。 

 国の安全保障政策は、立憲主義を尊重し、憲法前文と第９条に基づいて策定

されなければならない。時々の政府や国会の判断で解釈を変更することは決し

て許されるものではない。我が国が集団的自衛権を行使しうるためには、憲法

改正という正式な手続きを経て国民の理解の元で進めるべきである。 

 よって、国においては、集団的自衛権に関するこれまでの政府見解を堅持し、

集団的自衛権行使に道を開く憲法解釈の変更を断じて行わないよう強く求める。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により、意見書を提出する。 
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